
資料１－１ 
科学技術・学術審議会技術・研究基盤部会 

産学官連携推進委員会（第5期第7回） 

H22.4.14「新成長戦略」について 

 

１．現状 
 

  「新成長戦略（基本方針）」（平成２１年１２月３０日閣議決定）に沿って、次

のような考え方・スケジュールの下で施策を具体化し、本年６月を目途に「新成

長戦略」の全体像を取りまとめることとしている。 

 

２．考え方 
 

  ○ 以下の３点について、３月上旬までにそれぞれの担当府省が検討。 

   ① 各府省にその実現に向け検討を求める施策及び制度見直し（策定会議事務

局（国家戦略室）が中心となって柱立て） 

   ② 各府省自らの発意で、「新成長戦略」に盛り込むべきものとして検討を行

う施策及び制度見直し。 

   ③ 「早期実施事項（Ｈ２２年度予算への反映）」のうち、目標達成に効果的

な施策の抽出 

    ○ 上記３点を踏まえて３月中旬に各府省からのヒアリングを実施するなど、成

長戦略策定検討チームを中心に検討を進め、５月を目途にその具体的内容を決

定。その際、有識者の意見や国民の声（行政刷新会議との連携）を踏まえる形

で、検討を進める。 

 

３．スケジュール 
   

  ・３月中旬～ 

    各府省からの施策ヒアリング開始 

 

  ・５月頃 

    主要施策についての方向性の決定 

 

  ・６月頃 

    新成長戦略の全体像とりまとめ（工程表を含む） 
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成長戦略策定会議及び成長戦略策定検討チーム
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成長戦略策定検討チーム
（議長代行及び副議長の下に開催）

〔構成員〕

官房副長官、荒井総理補佐官
関係府省の大臣、副大臣又は政務官
その他必要に応じ関係者が参加

L＿＿＿＿＿＿＿一

事務局（国家戦略室）

事務局総括：　荒井総理補佐官
事務局総括補佐：津村内閣府大臣政務官
　　　　　　　近藤経済産業大臣政務官
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